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第　章　いつまでも健康でいきいきしているまちづくり1
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国
その他

◯国  …………… 
◯他  …………… 

県◯県  ………… 市債◯市  …………… 一般財源◯般  …………… 

①保健・医療環境の充実

国民健康保険事業
39億4,580万円
◯国 ９億６,１６７万円　◯県 ２億２,９８８万円
◯般 １０億  ５２８万円　◯他 １７億４,８９７万円

健康増進課
主な内容
療養諸費等給付事業 ２３億９４万円
高額療養費支給事業 ３億１８万円
出産育児一時金支給事業 １,８９０万円
葬祭費支給事業 ３２５万円
後期高齢者支援金等拠出事業 ５億３,０９８万円
介護納付金納付事業 ２億１,２０６万円
共同事業拠出金等拠出事業 ４億８,０２２万円
保健衛生普及事業 １２１万円
疾病予防事業 ７３３万円
特定健康診査等事業 １,７８７万円

健康増進事業
4,691万円
◯国 １０３万円　◯県 １８６万円
◯般 ４,４０１万円　◯他 １万円

健康増進課
　生活習慣病の予防のた
め、各種がん検診、地域に
おける各種健康教室、水
中運動教室、自殺予防対
策のための心の健康相談
など、また新たにH26年
から、胃がんリスク検診
（新規）を実施します。

②子育て環境の充実

地域医療支援事業
　救急医療対策、休日当番医、
塩谷地区おとな・こども夜間
診療室などにかかる経費です。

1,851万円
◯般 １,８５１万円

健康増進課

後期高齢者医療事業
主な内容
一般管理費 ２５６万円
後期高齢者医療広域連合納付金
 ３億７５６万円
後期高齢者健診事業 １,０４８万円

3億2,730万円
保険料など
３億２,６３０万円
◯般 １００万円

健康増進課

　

学童保育館活動支援事業
　放課後、家庭での保育が困
難な児童に、健全な遊びと学
習の場を提供する公設学童保
育館（矢板、矢板第二、東、
川崎、泉、片岡、安沢）と民
設学童保育館の運営費です。

1,402万円
◯県 ９２１万円
◯般 ４８１万円

子ども課

子育て支援事業
1,410万円
◯県 １２０万円
◯般 １,２９０万円

子ども課
　家庭相談員・育児支援家
庭訪問支援員が、子育て
の不安・悩みの軽減を図る
ため、家庭における適正
な児童養育の相談・指導な
どを行い、援護を必要と
する子どもと家庭への支
援を行います。

子育て支援給付事業（やいたみらいっ子誕生祝金）
　第二子以降の誕生に、祝い
金3万円を支給することで、
少子化対策と児童の健全な育
成を図ります。

390万円
◯般 ３９０万円

子ども課

児童館活動支援事業
　健全な遊びを通して子ども
の健康を増進し、心を豊かに
することを目的とした児童館
（矢板、東、片岡）の活動支
援を行います。

2,564万円
◯般 ２,５４９万円
◯他 １５万円

子ども課

　　地域少子化対策強化事業
　結婚・妊娠・出産・育児の「切
れ目ない支援」を行うことを
目的とし、情報提供活動や講
演会などを開催し、少子化対
策を図ります。

800万円
◯県 ８００万円

子ども課

新

健康まつりのようす
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ファミリーサポートセンター事業
230万円
◯県 １００万円
◯般 １３０万円

子ども課
　「子育ての支援をしてほ
しい人」（依頼会員）と
「子育ての手助けをした
い人」（提供会員）がそれ
ぞれ会員となり、お互い
に助け合いながら、地域
で子育ての支援をしてい
こうとするものです。

子育て支援医療費助成事業
　家庭の健康増進と疾患の早
期発見を目的として、１８歳ま
での子どもと妊産婦を対象に、
保険診療分の一部負担金を助
成します。

1億1,030万円
◯県 ４,１１０万円
◯般 ６,９２０万円

子ども課

ひとり親家庭医療費助成事業
　市内在住で、満18歳に達した
年度末までのお子さんを養育す
るひとり親家庭を対象に、保険
診療分の一部負担金を助成する
ことで、健康の向上に寄与し、経
済的負担の軽減を図ります。

1,109万円
◯県 ４９５万円
◯般 ６１４万円

子ども課

民間保育所運営補助事業
　民間保育所へ運営費補助と
延長保育、休日保育、特定保
育、一時保育、病後児保育な
どの特別保育事業にかかる補
助をします。

6億4,604万円
◯国 １億６,８３５万円　◯県 １億４,１６３万円
◯般 ２億３,８７８万円　◯他 ９,７２８万円

子ども課

幼稚園振興事業
　幼児教育の振興や保護者の
経済的負担を軽減するため、私
立幼稚園の設置者と園児の保
護者に各種補助金を交付しま
す。

6,384万円
◯国 １,１２６万円
◯般 ５,２５８万円

子ども課

児童手当支給事業
子ども課5億6,700万円

◯国 ３億９,２９８万円　◯県 ８,７０１万円　◯般 ８,７０１万円

児童扶養手当支給事業
子ども課1億3,484万円

◯国 ４,４７３万円　◯県 ２７万円　◯般 ８,９８４万円

母子福祉事業
子ども課872万円

◯国 ３４７万円　◯県 ９３万円　◯般 ４３２万円

公立保育所施設運営事業
　市内の公立保育所（泉・片
岡）の保育業務と施設管理を
行います。

8,189万円
◯県 １００万円
◯般 ６,０９７万円
◯他 １,９９２万円

子ども課

母子保健事業
　３カ月児健診や４カ月児健
診などのほか、妊婦健康診査
費の助成や少子化対策として
不妊治療費を助成します。

3,783万円
◯国 ４０万円　◯県 １４４万円
◯般 ３,５９９万円

子ども課

クリスマス交流会

子育て支援センター事業
　育児不安についての相談指
導、子育てサークルなどの育成
支援を行います。また、イベン
トなどを通して親子や子育て中
の親同士のコミュニケーション
を図ります。

15万円
◯般 １５万円

子ども課

　　保育施設整備補助事業
　民間保育園施設整備にかか
る補助を行います。

1億2,666万円
◯県 ８,４４４万円
◯市 ３,３７０万円
◯般 ８５２万円

子ども課

新
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③地域福祉の充実

④高齢者福祉の充実

温泉センター施設運営事業
2,345万円
◯般 ２,２８０万円
◯他 ６５万円

福祉高齢課
　市民に交流と憩いの場
を提供し、余暇の利用を
促進しながら福祉と健康
の増進を図るための城の
湯温泉センター。その管
理運営を委託します。

敬老祝賀事業
1,217万円
◯般 １,２１７万円

福祉高齢課
　長寿を祝う慶賀訪問や、
各行政区で開催している
敬老会への助成を行いま
す。

地域福祉体制強化事業
　地域福祉活動指導員委託、
社会福祉協議会助成事業、手
話講習会助成推進事業、リフト
付きワゴン車活用推進事業、
心配ごと相談などを社会福祉
協議会へ委託し、補助事業を
行います。

2,965万円
◯般 ２,９６５万円

福祉高齢課

生活保護者援護事業
　生活に困窮する世帯の最低限度
の生活を保障するための経済援護
を行います。必要な指導や指示を行
い、自立した生活を送れるよう相談
や助言をします。また生活に困って
いる中国残留邦人の方に、生活保護
に変わる支援給付を行います。

5億5,500万円
◯国 ４億１,６１０万円
◯県 ２,０２０万円
◯般 １億１,８７０万円

福祉高齢課

在宅高齢者支援サービス事業
　介護保険法に基づく要介護認定で、
自立と判定された高齢者などに対して、
日常生活を支援するためのホームヘ
ルパーを派遣したり、寝具の洗濯乾燥
消毒サービスを提供したりし、在宅福
祉サービスの向上を図ります。

98万円
◯般 ９８万円

福祉高齢課

在宅介護支援サービス事業
　一人暮らしの高齢者に緊急通
報用の機器を貸与したり、高齢者
を介護している家族の経済的な
負担の軽減を図るため、手当を支
給したりすることで、在宅生活を
営める環境をつくります。

1,033万円
◯般 １,０３３万円

福祉高齢課

在宅介護支援センター関連事業
　在宅介護や介護保険に関す
る総合的な相談業務や、介護
保険の対象にならない要援護
高齢者の把握を在宅介護支援
センターへ委託します。

210万円
◯般 ２１０万円

福祉高齢課

老人保護措置事業
　身体状況、家族状況などの
理由で、在宅生活が困難な高
齢者を養護老人ホーム等に保
護することで、高齢者とその家
族の福祉の向上に寄与します。

2,294万円
◯般 ２,２０２万円　◯他 ９２万円

福祉高齢課

高齢者社会参加促進補助事業
　高齢者の社会参加の促進や
超高齢社会の基盤強化を図る
ため、シニアクラブやシルバ
ー人材センターに助成を行い
ます。

1,238万円
◯県 ６９万円
◯般 １,１６９万円

福祉高齢課

高齢者生きがい等支援事業
　生涯にわたって健康で楽し
いスポーツの普及と親睦の輪
を広げるための第27回全国
健康福祉とちぎ大会（ねんり
んピック栃木2014）を開催
する費用です。

879万円
◯般 ８７９万円

福祉高齢課
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介護保険事業
23億2,920万円
◯国 ５億２,０６９万円　◯県 ３億３,４０６万円　◯般 ５７１万円　◯他 １４億６,８７４万円

福祉高齢課
主な内容
○居宅介護サービス給付費 ７億６,４１０万円
　要介護認定の在宅者が利用する、居宅サービスの保険給付に要する経費です。
○地域密着型介護サービス給付費 ２億３,０６０万円
　要介護認定の在宅者が利用する、地域密着型サービスの保険給付に要する経費です。
○施設介護サービス給付費 ８億８,１４０万円
　要介護認定者の施設入所者が利用する、介護サービスの保険給付に要する経費です。
○居宅介護サービス計画給付費 ８,９３０万円
　要介護認定者が介護サービスを受けるための、居宅介護サービス計画作成に要する経費です。
○介護予防サービス給付費 ４,５７０万円
　要支援認定の在宅者が利用する、居宅サービスの保険給付に要する経費です。

⑤障がい者福祉の充実

障がい者給付等支援充実事業
7,804万円
◯国 ３,６１３万円　◯県 １,３３９万円
◯般 ２,８５２万円

福祉高齢課
　身体障がい者更生医療
給付、特定疾患者福祉手
当支給、重度心身障がい
児者介護手当支給、特別
障がい者手当等支給を実
施し、医療費負担の軽減、
経済的援助をします。

障がい者総合支援事業
4億2,698万円
◯国 ２億６６１万円
◯県 １億２９９万円
◯般 １億１,７３８万円

福祉高齢課
　障がいのある方が支給決定
に基づき、自ら受けるサービ
スを選択し、契約した上で受
けられます。サービス内容は、
介護給付（ホームヘルプサー
ビス、短期入所、デイサービス
など）、訓練等給付、地域生活
支援事業などがあります。

障がい者地域生活支援事業
　障がいのある方が健康で安
らかな生活を送れるよう、「手
すり」・「目の不自由な方のた
めの時計」などの日常生活用
具を給付します。

810万円
◯国 ４０５万円
◯県 ２０２万円
◯般 ２０３万円

福祉高齢課

重度心身障がい者医療費助成事業
　重度心身障がい者が必要とす
る医療を容易に受けられるよう
に、各種医療保険制度による医療
費の保険診療分本人負担額を支
給することで、医療費負担の軽減
や保健の向上を図ります。

4,568万円
◯県 ２,２７４万円
◯般 ２,２９４万円

福祉高齢課

障がい者福祉タクシー事業
　利用対象者の社会活動の推
進を図るため、タクシーの基
本料金分を利用者に交付し、
外出時の経費負担を軽減しま
す。

820万円
◯般 ８２０万円

福祉高齢課


